リース物件の途中返還とリース業者の取得する利益の清算義務 by 橋本,恭宏
181
〔判例研究〕
リース物件の途中返還とリース業者の
取得する利益の清算義務
（最高裁第3小法廷昭和57年10月19日判決、昭和55年（オ）第1061号、民集36巻10号2130頁）
橋　本 恭　宏
1．はじめに
　周知のように，いわゆるファイナンス・リースとは，リース業者がユー
ザーの指定により，そのユーザーに代わって物件を購入し，当該物件を長
期にわたり賃貸し，賃貸期間中に受領するリース料で，投下した資本の全
てまたは大部分を回収するという取引形態をいう（吉原「リース取引の法律
的性質と問題点」金法750号26頁，白木「リース業務の新展開と今後の課題」金法
977号3頁）。この契約には次のような特徴がある。①借主内契約期間内の
リース料全額の支払義務，②貸主の物件暇疵担保責任の免責，③借主に物
件の危険負担を負わせる，④借主に修繕義務がある，等である。そこでこ
れらの特徴について問題となった判決をみると，まず，②の点について，
この免責特約が有効であるとした判決（大阪地判昭和49・10・8金商451号17
頁），③についても，有効であるとした判決（大阪地判昭和51・3・26判タ341
号205頁）がある。以上の判例の前提には，貸主であるリース業者，借主で
あるユーザー，物件の売主であるメーカー・ディーラーの三者間に，それ
ぞれ対等・独立の関係があるとの認識があると思われる。また，これらの
　182
事例の共通点は，ユーザー側に，リース契約に対する不公平感のあるこ
と，あるいはそれが不当であるとの主張がユーザー側によりなされている
ことにある。さらに判例は，リース物件の使用収益とリース料の支払とに
対価関係があるか，について，リース料債務は契約時に全額発生してい
て，割賦支払の方式によりユーザーに期限の利益が付与されているにすぎ
ないから，対価関係にない，との判断をしめした（東京地判昭和56・12・21
金商648号31頁）。さらに，リース期間の途中でリース物件が引き揚げられ
た場合であっても，リース料の支払義務がある（東京地判昭和57・1・28判時
1050号96頁）との判断を示している。
　以上の判例によって示されたことは，リース業者にとり，リース料全額
の回収とリース物件とが連動していないことである。しかし，リース業者
が現実にリース物件の引揚げをなした場合，これによってリース業老に何
らかの利益が生ずるのか。また，利益が生ずるとした場合，借主はこの利
益をもって，残リース料の支払に充てるなど，いわゆる「清算」を求めう
るのか（貸主側では，清算義務があるか）が問題となる。
　本判決は，この問題について，最初の最高裁判決である。
　ところで，リース業者の清算の要件ならびに範囲についての議論はある
が，学説は，リース業者に清算義務を認める方向にある（後述）。しかし，
これら清算を認めることの根拠，清算の対象および範囲，リース業者の利
得，清算の方法等については，確立した見解がなかった。こうした状況下
において，本判決が示している点は，リース契約の本質とも関連し，重要
であると思われる。
2．　事実の概要と判旨
〔事　実〕
　機械設備等のリースを業とするXとYとの間で，昭和48年5月9日，電
算式事務処理機械（オルミグェレクトロニック3N1台，サーモグラフ1型1台）
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について，左記内容のリース契約を結んだ。すなわち，①リース期間60ヶ
月，②リース料月額金11万5，210円，③リース料支払期・支払場所，毎月
10日限り，銀行振込による。特約として，（i）Yがリース料の支払を1回で
も遅滞したときは，Xは通知催告を要しないでリース料全額の即時弁済を
請求でき，さらに，本件物件の引揚げまたは返還請求ができ，そして，本
件物件の引揚げ，返還請求の措置を採った場合でも，Yは前記リース料の
支払義務は免れない。（ii）Yが本契約によりXに対して負担する金銭の支払
を怠ったときは，日歩4銭の割合による遅延利息を支払う。㈹滅失等によ
り物件の返還義務が履行不能となった場合，賃借人は，左記の規定損害金
を支払い，契約は終了する。第1年度期末511万4，000円，第2年度期末
453万5，000円，第3年度期末354万9，000円，第4年度期末247万円，第5
年度期末129万1，　OOO円，である。
　Xは，右リース契約に基づいて，昭和48年11月20日にリース物件をYに
引渡した。Yは昭和48年11月分から昭和51年4月分まで30ヶ月分のリース
料（計345万6，300円）を支払った。昭和91年4月，YはXに，同年5月10日
以降のリース料の支払を打ち切る，そして，物件の保管義務を負わない旨
通知している。Xは，昭和51年8月5日Yに5月から7月までの3ヶ月分
のリース料の支払を催告し，もし7日以内に支払なきときは，前記特約に
基づき残リース料全額の弁済を求める旨の通知した。しかし，Yから支払
はなかった。Xは昭和52年11月7日，約定に基づきリース物件をYより引
揚げ，Yに対し，残リース料合計345万6，　300円と，約定利率により遅延利
息の支払請求を求めた。第1審では，Yがリース物件の使用収益権を放棄
したものとして，Xが全面勝訴した（名古屋地判昭和54・6・27）。そこで，
Yは，本件リース契約が，契約自由の原則を悪用して暴利を図るもので，
公序良俗に反し無効であると主張し，控訴した。原審（名古屋高判昭和55・
7・17金商613号32頁以下）は，本件リース契約は，公序良俗に反しない。た
だし，Xはリース期間全部のリース料を受領できるに対し，物件引揚げに
より，その時点からこれを自由に処分できる立場にある。したがって，物
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件引揚げ時点から，リース期間終了時点までの期間内における物件の’利用
価値をXは不当に利得したものであり，これを返還すべきである。そし
て，その利用価値とは，物件引揚げ年度の規定損失金額から最終年度の規
定損失金額を控除した額をいうとした。X・Y上告。　Xの上告理由は，リ
ース取引，リース物件の特殊性より，不当な利得は生げない。仮に利得が
生ずるとしても，リース物件の非汎用性，陳腐化の著しいことから，X
は，利用価値相当額を利得せず，仮に利用価値があるとしても，各年度の
規定損失金の差額により算定するのは誤りである，と主張した。
〔判　旨〕
　これに対し，本判決は，リース契約においては，リース業者は利用者の
債務不履行を原因としてリース物件の返還を受けたときでも，リース期間
全部についてのリース料債権を失わないから，右リース料債権の支払を受
ける以外に，リース物件の途中返還による利益をも取得しうるとすると，
リース契約が約定どおりの期間存続して満了した場合と比較して過大な利
益をしうることになり，公平の原則に照らし妥当ではないとし，「リース
業者は，リース期間の途中で利用者からリース物件の返還を受けた場合に
は，その原因が利用者の債務不履行にあるときであっても，特段の事情の
ない限り，右返還によって取得した利益を利用者に返戻し又はリース料債
権の支払に充当するなどしてこれ清算する必要がある」。そして，その清
算の基準は，「リース物件が返還時において有した価値と本来のリース期
間の満了時において有すべき残存価値との差額と解する」と判示した。し
たがって，原審で示した「規定損失金額を基礎にして算定する」ことは正
当でないとする。
3．　リー一ス物件の途中引揚げと清算義務
　リース契約は，前述のように，リース業者が自ら代金を支払いリース物
件を買い受け，それを賃貸するという形式を踏んでいる。したがって，リ
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一ス物件の所有権は，あくまでリース業者にあるといえる。それゆえ，リ
ース物件が，明示の約定に従い，途中返還され，リース業者が利益を受けた
場合であってもリース業者がこれを取得しうるとしても当然といえよう。
　しかしながら，そもそも，リース業者が現実にリース物件の返還を受け
た場合，これによってリース業者は何らかの利益を受けることになるのか。
また，かりに利益が生ずるとしてこれを利用者に返戻し，または残リース
料の支払等に充当し，清算する必要があるのか，について問題を生ずる。
　ところで，この問題を考えるにあたっては，リースの本質とはなにかに
ついて考えておく必要がある。
　リース契約の本質（性格・内容）について説いている判例を手がかりに考
えてみたい。東京地裁昭和57年1月28日判決は，「ファイナンスリースとは，
ユーザーが機械・設備等を必要とするが，購入資金がない場合に，リース
会社が右目的物をディラー（サプライヤーとも呼ばれている。）から買い取り，
これをユーザーに貸付けて一定額のリース料を回収するもので，経済的に
はユーザーに対する金融手段としての性格を有するものである。従ってこ
の場合，リース料の支払は経済的には金銭消費貸借における元利均等割賦
返済金を意味し，……契約締結時（納品時）にリース料債権の全額が発生し
ており，ただ割賦支払の方法により期限の利益が与えられているに過ぎな
いのであり，賃貸借における賃料のように使用収益の期間に応じて対価が
支払われるわけではない」（判時1050号96頁，同旨と思われるものとして，大阪
地判昭和49・10・8金商451号17頁，東京地判昭和52・3・31判時864号96頁）とす
る。これに対し，学説は，賃貸借の一“ptであるとする説（来栖三郎・契約法
295頁，庄政志・リースの実務知識252頁，吉原省三「リース取引の法律的性質と問
題点」銀行取引法の諸問題H集305頁），賃貸借類似の一種の無名契約とするも
の（松田安正「リース契約の内容とその法律的構成」NBL21号6頁，22号32頁）
とがある。これらを総合してみると，判例は，経済的には，金融手段とし
てみていて，純然たる賃貸借であるとはみていないように思える。本判決
においても，「リース契約は，形式的には，リース業者が自己の所有する
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物件を利用者に利用させるという内容を有するものではあるが，これを実
質的にみた場合には，リース業者が利用者に対して金融の便宜を供与する
という性質を有することは否定できない」という。
　こうした判例・学説を考えると，リース契約の法形式面は賃貸借である
としても，前述のリース契約の特徴からみると，一種の融資（金銭消費貸借）
的色彩が濃いものといえそうである。
　そこで，以上のような観点から本判決における争点をみると，そこにい
くつかの間題が生ずる。まず第1に，法形式面を重視した考えに立つ場
合，本判決におけるリース業者の清算義務を根拠づけることは難しい。結
局，リース業者に利益がある場合，「事後的かつ恩恵的に利用者への還元
を義務づけた」（太田豊「リース物件の途中返還とリース業者の清算義務」NBL
別冊＝4頁）ものとなろう。これに対し，第2にリースの実質面である金
融という面に重きをおいた場合，形式的にはリース業者の所有に属するリ
ース物件が，その所有権のあることによって，実質は，リース料債権を担
保しているとみる（鈴木禄弥・契約の法律相談②68頁，岡部眞純「判例からみた
リース取引一名古屋高判昭和55・7・17を中心一一一1金法977号7頁以下，幾代通
「リース取引をめぐる解釈問題その1」私法38号25頁等）。したがって，返還は，
担保権の実行としての性質をもつから，返還自体により，リース物件の交
換価値に相当する利益が生じ，リース期間満了時における残存価値との差
額は，当然清算の対象になるものと解することになる。この考え方によれ
ぽ，その「清算義務」の根拠づけは，リース契約内に存するということに
なろう。まさに，いわゆる代物弁済予約による判例法理において，清算義
務を課してきたものと共通のものがそこにみてとれる。
　さて，本判決にもどってみると，この清算を認める根拠としてあげられ
ているのは，①「リース契約は，形式的には，リース業者が自己の所有す
る物件を利用者に利用させるという内容」だが，「これを実質的にみた場
合には，リース業者が利用者に対して金融の便宜を供与するという性質を
有することは否定できない点，②「リース業老は，利用者の債務不履行を
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原因としてリース物件の返還を受けたときでも，リース期間全部について
のリース料債権を失」わないから，その支払を受ける以外に，リース物件
の途中返還による利益をも取得しうる」のは，リース契約が約定どおりの
期間満了し，返還を受けた場合と比べ，「過大な利得を取得しうる」，とい
う点である。こうした点ならびに「公平の原則に照らし……」と述べてい
ることを考えると本判決は，前記の後者の考え方により，清算の根拠を求
めたといえるのではなかろうか。
　では，リース業者の取得する利益の内容はどのようなものであろうか。
4．清算の内容
　本判決の上告理由によると，リース業者がリース物件をユーザーから引
き揚げたことにより，この時点からこれを自由に処分し得る立場に立ち，
これにより，右時点からリース期間満了時点までの期間内における物件の
利用価値をリース業者において「謂れなく利得した」という原審の判示に
対して，リース取引における物件は，通常，ユーザーが自己の特定の事業
目的に役立たしめるため，特注した物件であるから，「汎用性」がなく，
他への中古物品としての貸与をなしえないので，収益をあげることも到底
望み得ないとしている。そして，せいぜい，リース業者が現実に本リース
物件を処分したときに，その処分手取額が，リース期間満了時点の物件の
残存予定金額を超過した場合にその差額を清算すれぽたりる，とする。
　学説は，清算すべき利益について，「物件の処分代金または評価額から，
処分または評価に要した諸費用を控除した残額を規定損害金の範囲内で」
（幾代通他「座談会・リース取引の実務の現状と法的課題」金法977号36頁一岡部発
言，白木武男発言）とか，「期間満了時の物件の残存予定額を超過する物件
の換価代金部分」とか，リース契約が期間満了時に返還されることによっ
て受ける利益より，目的物の時価が大きい場合に返還される（鈴木・前掲68
頁）等述べられている（詳しくは，庄政志・金商661号54頁以下）。本判決は，
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この点，返還時の価値からリース期間満了時の推定残存価値を控除したも
のが清算の対象となるとする。
　以上の点から，「利得」の中味について考えてみたい。原審は，ユーザ
ー側にリース物件についての使用収益権のあること，そして，これを引揚
げられたことによって，使用収益権（利用）が奪われたから，この点に不
当利得があると判断していると思われる。しかし，この考え方には，リー
ス契約の対象となる物件の特色を考慮に入れていないと思われる。すなわ
ち，リース業者にとっては，何ら利用性のない物件と考えられているから
である。他方，本判決の述べるようないわゆる「交換価値」とした場合に
も，これを「評価」するという形でなすのか，実際の「処分」という形で
なすのかが問題になり，その「交換価値」の確定にも問題が残る。なおか
つ，前述したリース契約の本質論とも関連し，容易に判断しがたい問題を
生じるのではないかと思われる。すなわち，リース契約の実質を，一一Ptの
金融とみた場合，リース業者の形式的所有にかかるリース物件に「残存
額」はあるのか等である（残価の意味について「リース取引の判例研究別」NB
L冊頁No．＝24以下参照）。
5．　清算の要件
　リース業者に清算を課すにあたって，どのような要件があればよいので
あろうか。
　学説には，債務不履行の場合で，ユーザーが物件を返還し，かつ規定損
害金を支払ったとき（西尾哲夫編・リースの実務知識（第3版）167頁），ある
いは，リース会社が，リース料債権全額の弁済を受けた場合」（松田安正・
手形研究311号24頁）と述べるものがある。本判決は，「その原因が利用者の
債務不履行にあるとき」でも，「特段の事情のない限り」と判示する。
　しかし，このような学説あるいは本判決の判旨によっても，以上の場合
に清算をなしうるとする「要件」の根拠は判然としない。なぜならぽ，規
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定損害金は，物の滅失・殿損により，リース業者が，リース物件の返還を
受けられなかった場合に清算の基礎となるものであるからである。また，
リース料債権全額の弁済は，リース契約の本質とも関連し，その本質が融
資的側面にあることに重点をおくならぽ，それは，融資金の弁済としての
性格しかなく，この弁済がなされたことと，清算とがなぜ結びつくのか分
らない。さらに，学説のいう要件と，本判決のいう「特段の事情」とが実
質的に同じ結論に結びつくのか否かについても判断しがたいといえる。
6．　清算の方法
　本判決は，原審で示された，「規定損失金」を基礎とした「利用価値」
の確定方法を排斥し，「交換価値」を確定することが必要とし，リース物
件に汎用性がなく，リース物件の返還をうけても直ちにそれ自体として他
に処分したり，他に再リースすることが必ずしも容易でない場合がありえ
ても，「処分代金等を現実に取得しない限り，清算金額を具体的に算定す
ることが不可能であるとはいえない。」と判示する。
　これは，かの仮登記担保，代物弁済予約の判例において問題となった，
「帰属清算」か「処分清算」かとの問題を想起させる。しかし，リース契
約の法形式は，リース業者にリース物件の「所有権」があるというところ
から出発しているのであり，この点は，その実質が担保（金融的色彩）であ
るといっても，異ならないと思われる。したがって，リース物件は，リー
ス業者に最初から帰属していると考えられることから，帰属清算か処分清
算かの問題とは異なると考えられる。学説には，リース物件に汎用性のな
い点，中古市場のない点から処分清算と解するものもあるが（吉原・判タ
472号97頁），もし，こう解した場合，処分をなしえなかった場合，どうな
るのかについて問題を残すともいえ，妥当ではないと考える。また，本判
決を評して，「ユーザー保護の趣旨から帰属清算方式をとった」とするも
の（庄・金商666号55頁）があるが，これも，前記の理由により妥当ではな
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いと思われる。
　本判決は，そうした点に触れているものではなく，単に評価の方法によ
る清算を認めたものであるといえる。問題となると思われるのは，誰が評
価するか，評価自体の公正をどのようにして保障するか，という点であろ
う（庄・前掲666号55頁）。
3．　おわりに
　本判決は，リース業者が，リース期間満了前に，リース物件を引揚げた
場合，リース業者に返還によって取得した利益を公平の原則により清算し
なけれぽならないことを判示した。そして，その清算の基準について，交
換価値の確定によることを示したものである。とくに，本件では「清算特
約」がない場合に清算義務を認めたことから考えると，本判決は，今後の
実務界に少なからぬ影響を与えるものと思われる。
　なお，本件において，清算が認められた点に影響したのではないかと思
われるのは，リース物件が，本件訴提起後，売却されているという点であ
る。しかし，前述してきたように，本判決は，清算義務の根拠として，2
重取り（リース料債権金額の支払とリース物件の返還）の阻止をあげているこ
とから，返還されたリース物件が，売却されたか否かは問題にならないの
ではないかと考える。
　なお，本件については，季刊実務民事法1983－1，、島田礼介氏の判例紹
介がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（はしもと・やすひろ）
